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京都 で開催 され る地 球温 暖化 防止 京都会 議(気 候変動 枠組 み条約第3回 締約 国会 議)を
前 に、世 界の エネ ルギ ー消費、CO2排 出量の今 後 の見通 しが関心 の的 とな って来 て い る。
そ して、 と りわ け、急 速 の経済成 長を遂 げ るア ジア地 域の エネル ギー不足 や地球 的環境 汚
染の 問題へ の関心 は、 エネル ギー不足 が 「ア ジア危機 」 の一 っの重 大 な原 因 にな り うると
す るCalder(1996)、そ の問題 を特 に中国にっ いて展 開 した、国 際開発 セ ンター(1994)、
Yanne&Schrattenholzer(1989),IEA(1994)、沈才 木杉 6 AorldResourcesInstit
ute(1994)やS皿il(1993)、Zhang&Folmer(1996),黒田他(1996)とい った多数 の諸著作 を
生 み出 して来 て い る。
そ こで、 こ うした議論 に討論 の資料 を提供 す るため、 エネ ルギ ー消費 やCO2排 出量の
将来 予測 を行 お うとい うのが本 稿の 目的で あ る。筆 者 は この 間、 東 ア ジア地域 を 中心 とす
る10ケ国 ・地 域 を連結 した 「京 大環太 平洋計 量経済 モ デル」 を構 築 し、2025年に至 る長期
の経済 予 測を行 って来 た。 したが って、 ここで は この経済 予測 の結果 を拡張 し、 エネル ギ
ー とCO2排 出量 の予 測を行 う。
1.エ ネルギ ーとCO2排 出量 予測 に関す る問題状 況
1各 種予 測 モデル の特徴 と問題点
ところで、 ここで問題 にす るエ ネルギ ーの長期予 測 や地 球環境 の 問題 はその重大 性か,'
多 くの研究 者が 関与 し、工学 系 と経済 学系 とのふ たっ の研 究者 グル ー プによ って様 々 な予
測モ デルが開発 され て来 た もので あ る。第1表 は、 こう したモデ ルの内、OECDが 比 較
検 討を行 った6っ の もの を示 して い るD。







モ デ ル の タ イ プ 予 測 期 間
一 般 均 衡 モ デ ル2100(年)
都分一般均衡モデル2095
一 般 均 衡 モ デ ル2050
計量都分均衡モデル2005









この表 の一番 右の欄 は、 これ らのモ デルが地域分 割 を されて い ることを示 して い る。G
DP当 りのエ ネルギ ー原単位 やCO2排 出特 性 が地 域毎 に異 な る以 上、 こ うした地域分 割
は この種 のモ デル には不可欠 で あ る。 そ して、10に 近 い分 割 を行 ったモデル で は、米 国
や(旧)ソ 連、 中国 とい った大国 はそれ ら自身が 「1地域」 と して定 義 されて い る こと も
あ り、 その限 りで は国別 の諸 特徴 もモデ ル によ って分 析で きるよ うに な って い る。 しか し、
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もちろん、 その他一般 の諸 国 は これ らの モデ ルに よ って は国 別 に分析 す る ことが で きない。
これ は、各国 のエ ネルギ ー消費、CO2排 出量 に関す る諸特 性の分 析が不可 能 とな る とい
う意 味だ けでな く、基 本 は各国単位 で実施 され るエ ネル ギー政策、 環境政策 の効果 分析 が
で きな い ことを も意 味す る。 た とえ ば、CO2の 排 出 に関 す る政策 の厳 しいオ ラ ンダや ス
ウ ェーデ ンも他の諸 国 と区別 されず にモデ ル化 されて しま うことにな るので あ る。 それ故、
こう した種類 の モデル に は、国別 の分割 が な され る ことが求 め られて い る。2》これが 、環
境 モデルが現 在課 題 とす る ことの ひ とつの 内容で あ る。
さ らに も うひ とっ、 この表 か ら分 か るこ とは、IEAモデル を除 くほ とん どのモ デルで は
予 測期間 が大変長 期で あ り、遠 い将来 まで もが問題 とな る地球 環境問題 に適 したモデル と
な って い ることであ る。 この点 は我 々の モデル に も真似 ので きない ことで あ り、優 れ た特
徴 で あ ると言 わ ざ るをえ ない。 しか し、 この こ とは同 時 に、 これ らのモデル が計量経 済学
とはか な り異 な った方 法 によ って作成 されて いる こ とを物語 って い る。 い うまで もな く、
純 粋 に計 量経済学 を使 って50年や100年先 の予測 をす るこ とは、構造 一定 の仮 定 に よ って
も、 デー タの関係 か ら も不可 能で あ る。 この表 で唯-、 計量 モデ ルを方法 と して採 用 した
IEAモデルが2005年まで の予測 しかで きてい ない こ と3)も、 こ うした特徴 を裏 側 か ら表現
して い る。
ただ し、 この問題 は次 の よ うに も言 うことが で き る。 つ ま り、 こう して十 分長 い期 間の
予測 を計 量 モデル以外 の方法 で行 うとい うこ と自体 、 当然、 エネ ルギ ー、環境 予 測の前 提
とな る経済 予測 も計量 的方法 を用 いて いない こ とを意 味す るが、 その よ うな方法 で前提 た
る経済予 測を十分 科学 的 に行 な うことが で きるのだ ろ うか とい う問題 で あ る。 あ るいは、
この前提 たる経済 予 測 は 「予測」 と して とい うよ り、単 な る 「仮定」 と して外生 的 に与 え
られ てい る場合 が多 い。 こ うした方 法 は、 将来 のエ ネル ギー需要 やCO2排 出量 を経 済予
測か ら独 立 に予 測 で きるな ら大 きな問題 とはな らな いが、 そ うで ない限 り重 大 な弱点 とな
らざ るを得 ない。
とす ると、 これ らの経済 成長 との相互 独立/従 属 の関係 は実 際 どの よ うな もの なのだ ろ
うか。 これを調べ るため に作成 したの が次の第2表 とそれを グラ フ化 した第1図 、 第2図
で あ る。 これ は、我 々 のモデ ルが対象 とす る環 太平 洋10ケ 国 ・地 域 の1971年(中 国
の場合 のみ1978年)か ら1994年 の間 のCO2排出量 ・一次 エネ ルギ ー消費量 の年平
均増大率 と実質GDP成 長 率 との関係 を見 た もの であ るが 、 はた して、 それ らの 間に は強
い相 関の あ ることが明 らか とな った。相 関係数 を計算 す ると、CO2排出量増 大 率 と実 質G
DP成 長率 との間 で は、0.84で1%の危 険率 で有意 、一次 エ ネルギ ー消費 量増 大率 と実質
GDP成 長率 との 間で も、0.73で1%の危険率 で有意 で あ った。 したが って、 エ ネルギ ー
や環境 に関す る予測 において も第 一義 的 に重要 な もの は、経 済成 長 に関 す る科 学的 な予測
で あ るとい うことにな り、 その意 味で第1表 中の諸 モ デル には大 きな問題 が あ る ことがわ
か る。逆 に言 うと、 我 々の環太平 洋計量 経済 モデル の よ うな経済 予測 につ いて特別 の注意
を払 った モデル の計 算結果 を使 って は じめて、科 学 的な エネ ルギ ーや環境 に関す る予測が
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可能 とな る。 この意味 で、我 々の環太平 洋 モデルの予 測結果 には この分野 に利用 され る十
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CO2排出量 、 エネル ギー消費量 と実質GDPの 関係
一・次 エ ネ ル ギ ー 消 費 量


























注)中 国 は1971年と1994年の2時 点 間比較 で な く、1980年と1994年の2時 点 間比較 とな っ
て い る。 このため、 「合計 」 「平均 」 の1971年の値 は中国 の分 だ け不斉 合 とな ってい る。
2従 来の国別 予測 の特徴 と問題点
以上 は、OECDが 比較 した この分 野 の各 種 の 「モデル」 の諸特徴 であ り、 その 問題 点
の ひ とっ は予測 が必 ず しも国別 にはな ってい ない ことであ った。 それ故 、次 に、我 々が対
象 とす る10ケ国 ・地域 にっ いての様 々な国別 の 「予 測結果 」 を集 め、 それ らの特徴 と問題
点 を探 ってみ よ う。次 の第3表 が その総括表 で あ る(こ の表 には、 本稿後段 でなす我 々の
予測結果 も記 されて い るが、 当面 ここで はその部分 を無視 して表 を読 む)。 これ ら10ケ
国 ・地域 全体を 国別 で網 羅す る予測作 業 は これ まで一度 も行 なわれて来 なか ったの で、 本
章後 段 でなす我 々の予 測作業 に は新 しい意義 が存在 す るが、他方 で総 合 エネル ギー調査 会
(1990),市民エ ネル ギー研究所(1994)などただ一国 のみ を対 象 とす る諸研究 で も数 を集 め
ると各 国別 の予測作 業 に全体 と して は貢 献で きる ことを示 して い る。
ただ し、 ここでの問題 は,こ の表 で も確認 され る従 来の予 測作業 の弱点 であ る。 とい う
の は、 まず第1に 、 この表 の よ うに国別 の作業 が行 われ る際 には、 ほとん どの予 測作 業 が
2010年まで とい う短 い期 間 に止 ま って しま ってい るか らで あ る。 この表 の 中で2025年まで
の予 測 とな って い るものは、米国、 中国、 日本 とい った大国 に限 られ、 またそれ らの多 く
は上述 の総合 エ ネルギ ー調 査会(1990)や市 民エ ネル ギー研究所(1994)などただ一国 のみ を
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対 象 とす る研究 によ る もの とな ってい る。 「国別予 測」 とい う改善 が逆 に予 測期 間の縮 小
とい う逆 の弱点 を生 み出 してい る。 「国別」 であ りつつ よ り長期 の予測 を可能 とす るよ う
な作業が求 め られ る。
また第2に 、 この第3表 で も先 の指 摘 と同様 、経済 成長 の想定 の違 いがエネ ルギ ー消費
量 やCO2排 出量 の予 測の相違 を もた らしてい る ことが伺 われ る。 た とえば、 日本の欄 の
第7～9番 目の3つ の予 測 はエネル ギー とCO2の 両 方 に関 して、 あ るい は(予 測者d=
IEA/OECD(1993)の予測 を例外 と して)中 国 の場 合 も全体 と してCO2排 出量 に関 して成 長
率予 測 との関係 の強 さを示唆 して い る。 エ ネルギ ーや環境 問題 の予 測が科学 的 な経 済予 測
に基 づかね ば な らな い ことが あ らた めて確認 され る。
第3表 環 太平 洋10ケ国 ・地域 別の各種 エ ネル ギー消費、CO2排出量 予測












































予測 の基礎 とな った


















































































































































































































」)総合 エ ネ ル ギ ー 調 査 会/通 商 産 業 省 資 源 エ ネ ル ギ ー庁(1990)
k)総合 エ ネ ル ギ ー 調 査 会 国 際 エ ネ ル ギ ー部 会/通 商 産 業 省 ・資 源 エ ネ ル ギ ー庁(1995)
1)科学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所(1993)
ID)日本 エ ネ ル ギ ー経 済 研 究 所 、 佐 川(1989)
n)日本 エ ネ ル ギ ー 経 済 研 究 所 、 伊 藤(1990)
o)日本 エ ネ ル ギ ー 経 済 研 究 所(『 日本 経 済 新 聞 』1997年2月22日 よ り)
p)市民 エ ネ ル ギ ー研 究 所(1994)




u)Sathaye,J.(LawrenceBerkerleyLaboratory).ただ し、 この数 字 は、Chandler,
Yakerov&Dahi(1990)論文 の グ ラ フ か ら読 取 り。
注)*)2020年の 予 測 値 と2030年の 予 測 値 の 加 重 平 均
+)kl単位 の もの を 換 算
のca1単 位 の もの を 換 算
¥)1990(ない し1987ない し1992)-2000の予 想 成 長 率 と2000-10の予 想 成 長 率 を1:2
の 比 重 で 加 重 平 均 した値 。
$)ジュ ー ル 単 位 の もの を 換 算
#)一人 当 り予 測 値 に人 ロ予 測 値 を か けて 計 算 。 オ ー ス トラ リア は 「オ ー ス トラ リア お
よ びニ ュ ー ジー ラ ン ド」 の一 人 当 り予 測 値 か ら計 算 。
&)実質 ドル ベ ー ス 成 長 率
<)グラ フ よ り読 取 り。
〉)説明 文 の 各 種 デ ー タ か ら推 計 。
=)2030年の 予 測 値 か ら年 平 均 増 大 率 を使 って逆 算 。
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したが って、 ここで全体 と して明 らか とな った こ とは、① 国別予 測の重要 性、②科 学 的
な経済 予測 を基 礎 とすべ きこ と、③ 以上 の下 でな るべ く長期 の予測期 間が求 め られ る こと、
以上 であ る。 京大環 太平洋 モデルの予 測期 間 は2025年までで第1表 ほどの超 長期 の もので
はないが、計 量経済 モデル と して は前例 を見 ない ほ どの長 さを誇 って い る。 この こと も含
め、 この モデル を こ うしたエ ネルギ ー、 環境 問題の予 測 に使 用す ることは上 記3っ のす べ
て の要 請 に適 合 的で あ るこ とがわか る。4)それ故、 次節 で具 体的 な予測作業 を行 な う。
ll、2025年 の エ ネ ル ギ ー 消費 、CO2排 出 量 予 測
1-予 測 の方法 と結果
ところで、エ ネル ギーの消費 量やCO2の 排 出量 の増大 率が基 本的 にはGDPの 成長 率
に依 存す ると して も、 その各 国間 でのエ ネルギ ー消費特性 やCO2排 出特 性 の違 いが あ る
こと も十分 予想 され ることであ る。 なぜ な ら、 た とえ ば、石油 で計 ったあ る特定 量の エネ
ルギ ーを消費 しよ うと して も、そ のエネ ルギ ーを石 油 で賄 うか石炭 で賄 うか天然 ガ スで賄
うかそ れ と も原子 力発電 で賄 うか によ って、 つ ま り各国 の一次 エネル ギー構成 によ って異
な って こよ うし、 また各 国 が どれ だけの エネル ギーを消費 す るか もそれぞれ のエネル ギ ー
効 率の差 によ って違 って来 るか らであ る。
この問題 を考 え るため にた とえ ば次の第4表 を見 て みよ う。 この表 中のCO2排 出量 と
は もちろん直接 に観 測 され るもの では ないが、石油 、石炭 、天然 ガ スの一 次使用 量毎 に発
生 す るCO2を 各国、 各時点 の それぞれ の総 消費量 にかけて国 際エネ ルギ ー機 関(IEA)
が推 計 した もので あ る。 この方法 は本研究分 野 では一般 的 な ものであ り、原子 力発電 や水
力発電 に よるCO2発 生量 はゼ ロ と評価 されて い る5)。そ こで、 この表 を見 ると、 まず最
後 の ドルベ ース実質GDP当 りの エネル ギー消費量(1994年)で最 低 の 日本(0.09kg/$)
と最 高 の中国(1.44kg/$)との間 に16倍もの格 差が見 いだ され、1994年の単 位 エネル ギー当
りCO2排 出量 で も最 低 のマ レー シア(0.7437t/toe)と最 高 の中国(0.9522t/toe)との間
に1.3倍 の格 差が見 い出 され る。
この ことは当然、 こ うした一時点 での エネル ギー消費 やCO2排 出特 性の各 国間 の違 い
だ けでな く、 時系列 で見 た これ らエネル ギー効率 やCO2排 出効 率の変 化 に も表 わ れて い
る。先 の第2表 や第1図 、 第2図 で は特 に、 こう した効 率性 の上 昇が 中国 にお いて 目だ っ
て お り、 中 で もGDPの 増大 に比 したエ ネルギ ー消費量 の増加 の低 さは特筆 に値 す る。 こ
う した特徴 は、最 近Lin(1996)やZhang&Folmer(1996)、IEA/OECD(1996)などによ って体
系的 に研究 され るよ うにな って い るが、 ともか く、 こう した各 国間 での効率性 の相違 が ど
れ ほど重 要 であ るかを物語 って い る。
したが って、 こ こで は我 々が予 測 した各 国別 のGDPに 対 し、エ ネルギ ー とCO2が ど
れ だけ消費/排 出 され るか につ いて、 これ もまた各国別 に何 らかの基準 で推計 を しな けれ
ば な らな くな る。 ここで は、そ の方 法 を山地 他(1990)のや り方 に したが って計算す る こ
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とと した。
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注)中 国 は1971年と1994年の2時 点 間比 較で な く、1980年と1994年の2時 点 間比較 を行 っ
た。 これ は1978年か らの改革 開放体制 への転換 によ って大 幅 に経済構 造 が変 化 したか らで
あ るが、 この ため、 「合 計」 「平均」 の1971年の値 は中国 の分 だけ不 斉合 とな って い る。
一g一
(次式 第1項)やGDP当 りの エネル ギー効率(次 式 第2項)の 大小 に依存 してい る こと
を利用 し、 こう した2種 類 の効率 性の将来 値 を予 測す る ことにな る。
CO2排 出量=(CO2排 出量/総 エネル ギー消費 量)
x(総 エネル ギー消費量/GDP)
xGDP
そ して、 その将 来値 の予 測 に際 して は、 山地他(1990)はそれ以前 の改善率 を延 長す る と
い う方法 を取 った6)。我 々の場合 であ れば、第4表 後半 に記 した197H994年期 間(中 国
は1978-1994年期 間)に お ける両効 率 の変 化が今 後 も続 くもの と して予 測す る とい うこと
にな る7)。この仮定 の下 に予測 され た、2025年の この両 効率 の値 は次 の第5表 の第2、4
欄 に記 され てい る。 そ して、そ の予 測値 を利用 した各 国別 の一 次 エネル ギー消費量 とCO
2排 出量 は、 同 じく第3、5欄 に記 されて い る。 第1,2欄 は各国通 貨単位 で あ るた め、
国 ご との比 較 は難 しいが、 エネ ルギ ー当 りCO2排 出量 の平均 値 は、1971年(中国の み19
78年)の0.8076t/toe、1994年の0.8348t/toe(以上 、第4表 よ り)か ら、2025年の0.80
15t/toeへと改善 の方 向 に転 換す ること、 た だ し、 この種の 「効 率性」 は最高 の マ レー シ
ア と最低 の 中国 の間 で格 差 が拡大す ると予想 す る こ とにな る。
また、 これ らの結果 にっ いて は、10ケ国 ・地域全 体 の一次 エネルギ ー消費量 とCO2排
出量が どの よ うな変遷 を遂 げ るか も興 味を 引 くと ころであ る。 この第5表 の第3,5欄 に
見 るよ うに、 中国のCO2排 出量 比 がエネ ルギ ー消 費比 に比べ てやや高 くな って お り、 当
該10ケ国 ・地 域 の2025年のCO2排 出総 量 の半 分以 上が 中国 によ って排 出され る とい うこ
とに気がっ く。 これ は、 中国 のエ ネルギ ー当CO2排 出量 が他 と比 べ て高 い ことが原 因 と
第5表 環太 平洋10ケ国 ・地域 の2025年のCO2排出量、 エネル ギー需要 予測
実 質GDP頬GDP当 エネルギ 瀬ー 一次エネルギ 消ー費量 エ初 ギ 当ーCO2擶 量CO2排 出 量
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な ってい る。 ただ し、そ の点 を除 くと各 国間 の一 次 エネル ギー消費量 とCO2排 出量の比
率 はほぼ同 じとな ってお り、CO2排 出特 性以上 に対GDPの エ ネルギ ー効 率が よ り規定
的 な役割 を果 た してい る ことが伺 われ る。
さ らに、第4表 とこの第5表 を見比 べ ると、 こ う した各国 間の比率 以上 に総体 と しての
両 消費量/排 出量の大 幅 な増 加が気 にな る。 一次 エ ネルギ ー消費量、CO2排 出量 と もに
2025年時点の値 は1994年時点 の ほぼ倍 にな る と予 測 され るか らで あ る。 と くに、先 に述 べ
たエ ネルギ ー効率 等 の大幅 な改善 に もか かわ らず 、今後 の成長 率が最 も高 い中国 が これ ら
の消費量/排 出量 において も最 大 の寄与度 を実現 す る と予測 され る。
しか し、 もしこの両 消費量/排 出量 の増大 に とって最 大の寄 与国 が中国 であ る とい う事
実 だ けを見 るな ら、 それ はエネル ギー消費、CO2排 出の ほ とん どを これ まで 占めて いた
先 進工業 国の余 りに 自分 勝手 な見方 と言わ れて しか るべ きで あろ う。 た とえば、次 の第6
表 で は、 エネ ルギ ー消費 とCO2排 出の一人 当 りの量 を計算 した もので あ るが、長 い高度
成長後 の2025年にお いて も中国の この値 はまだ米、 韓、豪 、 タイ、 マ レー シアの半分 程度
に止 まってい る(フ ィ リピンの水準 の低 さ も目にっ く)。 当該10ケ国 ・地域 に対す る人 ロ
比 で言 え ば、2025年に中国 は56%を占め る と予測 され てい るのであ って、 その限 りで はエ
ネルギ ー消 費比 の44%、CO2排 出量比 の49%は平 均 ない しそれ以 下 だ と これ らの表 は読
まれな ければな らな いのであ る。 マ レー シアや タイ、韓国 、オ ー ス トラ リアな どの一 人 当
た りエネ ルギ ー消費/CO2排 出が 日米 の水準 を上 回 る とい った予 測 も重要 であ るが、総
じて、先 進 国の状況 を引 き続 き注 視 しな けれ ばなち な い とい う計算 結果 であ る。
2.他 の予測 との比 較
最後 に、第3表 に もど って、我 々の予 測結果 を他機 関 のそれ と比 較 してお こ う。 この表
に は・我 々 の予 測結果 が予 測値 の レベ ルを考慮 しっつ 他機 関の それ と並 べて記 して あ る。
また、我 々の予 測結果 につ いて は、上記 の方法 を2010年にっ い て も用 い、2010年、2025年
の両 方 の予 測結果 を記 入 してい る。 この表 を観察 す ると、 まず、我 々の予 測結果 が、 ア メ
リカ、 日本 、韓 国、台 湾、 フ ィ リピン、 イ ン ドネ シア、 オ ース トラ リアでは低 めで、 タイ、
マ レー シアで は高 め とであ ることが分 か る。 これ らの 内、米、 日、韓 、台、 豪 の結 果 の原
因は、 これ ら先進 国 での実質経 済成長 率を我 々が低 く予 測 してい る ことにあ る と想 像 され
る。 また・ タイ、 マ レー シアで高 め と出 た理 由 は、 第4表 で見 た実質GDP当 りのエ ネル
ギ ー消費の年変 化率 が この2国 で プラス とな って いたか らと思 われ る。 さ らに、 中国 に関
して は、 高 い経 済成 長を見 込 みはす るが、前述 の よ うなエネル ギー効率 の改善 の結果 、他
の予測結果 の ほぼ 中位 に位 置す る予 測 とな った。
他方・ これ らの計算 結果 を先進 国 に注 目 して観 察す ると、 さ らに注 目す べ き ことに気 付
く。 とい うの は・一人 当 り指 標で見 て、 日米 豪 のエ ネルギ ー消費量 やCO2排 出量 が今 後
低 下 し・ 台湾 で も2010年以降 は一人 当 りの エネ ルギ ー消費量 が低 下す る と予 測 されて い る
か らで あ る。 これ らは、 先進 国段階 にお いて成 長率 が エネル ギー効率(CO2排 出効 率)
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の改 善率 を下 回 るよ うにな る可能 性を示 唆 して いる。 そ して、 と くに 日本 に関 して言 えば、
第3表 と第4表 を見 比べ れば分 か る見 るよ うに総 量 と して も1994年以 降エ ネル ギー消費量
とCO2排 出量が低 下す るこ とにな る。 日本政府 は地 球環境 問題 に関 して、CO2排 出量
を2010年までに1990年水準 の10%減 にす る とい った 目標 を掲 げ てい るが、 この 目標 はそ
う遠 い もの では ない。 また、 米国 で は2010年のCO2排 出量 が1994年とほぼ同水準 で、 そ
の後減少 す る とい う計 算結果 がで た。 米国 は1997年の地 球温 暖化防止 京都会 議 に先立 ち、
2010年のCO2排 出量 が1990年の23.4%増しにな るとの報告書 を提 出 したが、 この意 味 で
これ は過少 な 目標設定 で あ る。
以 上総 じて、 ア ジアでの エネルギ ー消費、CO2排 出にっ いて は、 その経済成 長率 の問
題、 エ ネルギ ー効 率改善 度の 問題 など十分 に気 を配 った予 測を行 うべ きことが ここでの ひ
とっ の教訓 で あ る。 そ して また他 方、先 進国 に 目を向 け ると、 その これ までの膨 大 な排 出
の責任 の問題 、一 人当 り指 標 での引 き続 く高水 準の 問題 とと もに、技 術の継 続 的な改善 が
総量 レベ ルの低 下 を実現 しうる とい った積極 的な側面 も注 目され なけれ ばな らない。 こう
した技 術の途上 国へ の移転 を どの よ うに実 現す るかが 、成長 と環境 の両 立 の成 否 を決す る
こ とにな るであ ろ う。
第6表 一 人 当 りの 実 質GDP、CO2排 出 量 、 エ ネ ル ギ ー 需 要 の 推 移
一 人 当GDP一 人 当CO2排 出 量 一 人 当 エ ネ ル ギ ー消 費




















オ ー ス トラ リア989/18635/24321/244593354/4254/4189/3596
平 均347/6752/16021/180381200/1392/1515/1948
注)中 国 は1980/1994/2010/2025年の4時 点 間 比 較 と な って い る。 ま た 、1971年の 「合 計 」
が この 分 だ け不 斉 合 とな って い るの は 前 表 と同 じで あ る。













1)Dean,A.andHoeller,P.(1992)によ る。 また、 この比較 の要点 は、小坂(1994)に習 っ
た。
2)小 坂(1994)、26,81ペー ジも同様 の主 張 を行 って いる。
3)お そ らく同 じモデル を使 用 したIEA,例r・ 伽㎎ ア 〃1毎嘘 の1993-6年版 で は第3表
にあ るよ うに予測 期間 が2010年にまで延 長 されて い る。
4)た だ し、本 来経済 予測 専用 に開発 され た京 大 モデルで あ るた め、 こ こで論 じない弱点
の あ るこ とも事実 であ る。 た とえば、① この地域 が いか に重 要で あ って も環太平 洋10ケ
国 ・地 域 しか カバ ー してい ない ことの他 に、② 各種 エネ ルギー源 の価 格 デー タを持 たな
いため、エ ネルギ ー需要 の内部構成 の変 化 を シ ミュ レー シ ョンで きな い こと、③経 済←
→環境(な い しエ ネル ギー)の フィー ドバ ック ・メカニ ズムを内生化 で きて いない こ と
で あ る。 計量経 済 モデル と して構築 され たエ ネルギ ー、環境 問題分析 用の モデル の多 く
は、② 、③ の点 で優 れて い る(た とえ ば、IEAmedium-termmodel(Vouyoukas,E.L.,199
6),Ed皿ondset,a1,Model(Edmonds,J.A.,θオ6∠,1995),日本エ ネルギ ー経済研究 所
(伊藤浩 吉(1990),熊倉(1990),市民エ ネルギ ー研 究所(1994))。また、② の点 のみで
は優れ てい るモデル も多 い(た とえば、EBASXEYodel(Deimezis,N.,1996),MIDASXode
l(Capros,P,,eta一∠ 1996)、FUGI-6Xodel(大西 昭,1992))。ただ し、 それ らには本 文
中で述 べた逆 の弱点 が存 在す る。 また、環境 →経済 の メカニ ズムの解 明 は不十 分で モデ
ルの信 頼度 も低 い。
5)も ちろん、原子 力発電 において も、建 設 の際 にはあ る レベル の化 石燃料 の使用 が直接
間接 に行 われ、 その限 りで原発 によ るCO2排 出量 はゼ ロで はない。 しか し、吉 岡(19
97)はわ が国の事 業用電 力需要 をす べて原子 力で賄 った場合 のCO2排 出量 を1204万t
/年 と連関 モデ ルに よ って推計 したが、 この値 は石炭 火力 の1.8%、石油火 力の2.7%、L
NG火 力 の3.6%にす ぎない。 この意味 で、原発 によ るCO2排 出量 は十分 ゼ ロに近 似 さ
れ うる。
6)厳 密 に言 うと、 山地他(1990)はこの関係 式 中のGDPを ドルベ ースで測 って い るが、
本稿 で は各 国通 貨単 位の実 質値 と して測定 してい る とい う方法 的違 いが存在 す る。通 常
は ドル ・ベ ースを基 本 と して いる京 大環太 平洋 モデ ルであ りなが ら、 そ うした根拠 は次
の とお りで あ る。す なわ ち、 あ る国がエ ネルギ ー効率 の改善 に よって輸 出商 品の コス ト
ダ ウ ンに成 功 した時、 輸 出増 によ って為替 レー トが上昇 して ドルベ ースのGDPが 上昇 、
よって ドルベ ースGDP当 りのエ ネルギ ー効率が 見か け上 更 に改善 され るよ うにな る。
しか し、 この効果 の二 重計算 を避 け るため には、 この後 者の 「改善」効果 を排 除 しな け
れば な らず、 その ため ここでのGDPは 各 国通貨単 位 の実 質値 と した。
7)み られ るよ うに、第4表 では タイ とマ レー シアを除 くすべて の諸 国 ・地域 で実 質GD
P当 りの エネル ギ ー効率 が改善 してお り、 この傾 向が続 くもの と予 測 において仮定 す る
ことには異論 が あ るか も知れ ない。 しか し、科 学技 術庁科学技 術政 策研究所 技術予 測調
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査研究 チー ム(1997)は技 術革新 によ り2022年の世界 のCO、 排 出量 が1990年時点 の80%
に縮減 され ると予 測 して いる。 この種 の予測 は以前 の第1回 調査、 第2回 調 査 の フ ォロ
ーア ップに関す る限 り、20%台の実現率 しか持 た ないが、 それで も大 幅 な技 術上 の改善
が予測 され るこ とは確か であ る。
(本稿 は、 昭和 シェル石油環境 研究 助成財 団 の支 援を受 けた研究 の一一部 で あ る)
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